












































































年齢層 男 女 合計 頻度
0－9 0 0 0 0．0％
10－19 1 1 2 2．3％
20－29 1 3 4 4．7％
30－39 ！ 1 2 2．3％
40－49 3 2 5 5．8％
50－59 1 2 3 3．5％
60－69 13 12 25 29．1％
70－79 13 13 26 30．2％
80－89 4 13 ！7 19．8％
90一 0 2 2 2．3％














































平均年齢 65．4±20．1 68．6±14．8 NS
男女比（男：女） 16：20 21：29 NS
1．疫学 病変の左右比（右：左） 18：18 27：23 NS
発症～医療機関受診の平均日数 5，4±3．0 4．9±4．0 NS
平均入院期間（日） 8．6±2．0 9．4±3．5 NS
眼合併症（人） 5 9 NS
2．合併症 角膜炎（人） 3 6 NS
Ramsay－Hun七症候群（人） 0 1 NS
癒痛持続症例数（1ヶ月以上） 6 20 p＜0．05








NSAIDs平均使用期間（日） 9．4±9．0 42．8±59．7 p〈0．05
NSAIDs以外の治療を要した例 9 16 NS
平均請求点数C点） 30，440±6，743 34，290±13，068p〈0．05
4．コスト 平均出来高診療報酬（点） 24，268±6，022
出来高との差額平均（点） 6，492±2，710
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5）痙痛持続期間
　各症例において、診断後の疹痛持続期間を調査し
たところ、DPC導入前は平均60．6±104．7日、　DPC
導入後は20．5±30．7日で有意に短縮していた。癒痛
コントロールで用いられるNSAIDsの使用期間、
および発症1ヶ月後における痺痛の残存率も有意に
減少していた。一方、庖豊後神経痛（Postherpetic
neuralgia；PHN）すなわち3ヶ月以上持続する癒
痛に関しては、DPC導入前で6／50例（3．0％）、導
入後で2／36例（5．6％）であり、有意差を認めなかっ
た（表2－3）。また、特に著しい癒痛をきたし、
低出力レーザー照射や三環系抗うっ剤、ペインクリ
ニック紹介など他の治療法を要した症例はDPC導
入前で16／50例（32．0％）、導入後で9／36例（25．0％）
で統計学的に有意差は無かった。
6）入院コスト（表2－4）
　DPC導入前の出来高制において、平均請求点数
は34，290±13，068点であった。一方、DPC導入後で
は30，440±6，743点であった。DPC導入後の入院加
療における平均の出来高診療報酬は24，268±6，022
点であり、全例で平均6，492±2，710点の増収であっ
た。
　　　　　　　　　考　　案
　帯状即下は水痘の既往のある患者において、水痘
帯状天壌ウィルスの再活性化によって生じる疾患で
ある。極めてありふれた疾患であり、水痘罹患者の
約10～20％は生涯のうちに帯状庖疹を発症するとい
われている％その一方で、特に高齢者で発症した
場合には、皮疹の治癒後もPHNが長期間持続する
ことがある。この場合は治療に難渋し、患者の
QOLが著しく低下することも珍しくない5）。
　帯状庖疹の治療においては、抗ウィルス剤である
アシクロビルの早期投与が基本となる4）。若年例
や皮疹・町方の軽い症例に対しては、外来で内服治
療を行うことが大半である。びらんや潰瘍が広範囲
に出現している、痺痛が著しい、三叉神経第1枝領
域に罹患しているなどの場合には、抗ウィルス剤点
滴を含めた入院加療を要することも多い。
　帯状庖疹に対する大規模な疫学調査としては、11
施設での外来を含めた1，065症例を検討した石川ら
の報告がある6）。それによると男女比は1：1．4で
女性に多く、60代が全体の22．3％を占めていた。発
症部位は胸部〉腰背部〉頭部〉二部・下肢〉頚部・
上肢の順であった。PHNは5．1％の症例でみられた。
これらの結果は本稿での検討とおおむね一致してい
た。当院での集計ではより高齢者に多く、頭部に発
症した例が多かったが、これは入院患者のみを対象
としているためであろう。
　DPC導入前後において、帯状庖疹入院患者の治
療成績に関してみられた変化として、①平均入院期
間に有意差はみられなかった　②癒痛の持続期間・
NSAIDsの使用期間はDPC導入により有意に短縮
した　③発症1ヶ月後の疹痛は有意に減少していた
が、PHNの発症率に差はみられなかった　点があ
げられる。DPC導入により、クリ仏家ルパスを含
めた診療の標準化が進み、特に急性～亜急性期の帯
状庖疹治療のアウトカムが向上したと考えられた。
また、PHNの発症率に差を認めなかったことから、
抗ウィルス点滴製剤の変更は長期的なアウトカムを
悪化させないものと考えた。
　入院コストの観点では、DPC導入により平均請
求点数が減少したが、DPC導入後の出来高診療報
酬と比較すると増収となった。これは、抗ウィルス
剤の変更や検査の適正化、過剰な他科併診・内服薬
の是正などのコスト削減が有効であったためと考え
た。
　　　　　　　　　結　　語
　当科における帯状庖疹の入院治療においては、
DPC導入によってアウトカムを悪化させずに診療
の標準化・効率化を進めることができた。今後さら
にクリニカルパスの改良や効率化を進め、患者・医
療スタッフ双方の視点からより透明性の高い診療を
目指していくことが望まれる。
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